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論文
不均衡累積過程における製造業内の収益性格差の変動
{主 藤 真 人
要約
不均衡累積過程(景気循環の上昇局面、あるいは下降局面)において、生産財部門と消費財部門
の利潤率の部門間格差は拡大すると理論的には考えられる。この理論的帰結を念頭に置き、総資本
経常利益率について、食料品製造業と他のいくつかの製造業の格差が景気循環の局面においてどの
ように変動しているかを検討した。その結果、ほとんどの場合、総資本経常利益率の格差(他の製
造業一食料品製造業)は景気循環の局面(谷から谷)において拡大し、その後縮小していることが
確かめられた。
キーワード:収益性格差、不均衡累積過程、景気循環
経済学文献季報分類番号:02-40 : 02-43 
1 .序
本稿の対象は表題のとおり収益性の部門間格差であるが、分析の観点、は一般的ではなく次
のように特殊である。すなわち不均衡累積過程(景気循環の上昇局面、あるいは下降局面)
では、生産財部門と消費財部門の利潤率の部門間格差は拡大すると考えられる 1)。例えば上方
への不均衡累積過程(好況)の場合、それを主導する新投資需要は両部門の高利潤率が支え
るが、新投資需要は再び生産財部門への需要として現れ、更にその利潤率を補強するからで
ある(逆は逆)。しかしながら実際にはどうか、これが本稿の大きな問題、というよりはむし
ろ問題の背景であるo 言うまでもないが、本稿の接近は 2節で述べる制約の下にあるという
意味で、ごく小さいものである。上述の観点はあくまで一般的指針であり、それを直接実証
的にテストしようとするのではない。 3、4節は本論で、 3節では一次的に年毎の平均につ
いて観察する。 4節では一次的観察では暖昧な場合について、より細かく分析する。最後に
5節で、結論と次の課題を述べる。
1 )置塩信雄 f現代経済学J(筑摩書房、 1977年)特に第2章。他に置塩信雄編著 f景気循環J(青木容底、
1988年)、長島誠一『景気循環論J(背木曾応、 1994年)を参照。
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2.主な制約
本稿における接近の主な制約を列挙すると、次のとおりである。
(1)概念的に不均衡累積過程における当該変数の変動を対象とするとして、それを現実の時
聞において、どう定義するか。この点については実用主義的に対応し、経済企画庁の景気
循環の日付を利用する。そして景気循環の「谷Jから「谷」をー循環と見る九
(2) 概念的には生産財部門と消費財部門を比較するとして、入手可能なデータから、これら
の部門をどう導出するか。この点についても(1)と同様、実用主義的に対応し、既存の部門
分類から、それらしい部門を選出し比較する。具体的には「食料品製造業Jを典型的な消
費財部門として選ぴ、他のいくつかの製造業と比較する九したがって生産財部門と消費財
部門の比較という一般的観点と切り離し、既存の産業分類による個別の部門間比較と読む
こともできる。
(3) 利用するデータは『法人企業統計季報jである。
(4) 収益性は、最も基本的なものとして「総資本経常利益率Jに注目する。その定義は、
経常利益X4総資本経常利益率=~........ ，叩斗叩占市山、 XI00
である九
(5) r経常利益Jと「資産Jから、 (4)のように総資本経常利益率を計算し、これに対し季節
調整を施した。分析対象となる製造業、期間が限られるのは、このためである。季節調整
の方法としては、ソフトウェア SASに装備されているセンサス局法を利用した。また構造
変化に関する ChowテストについてはソフトウェアTSPを利用した九
2 )景気循環の「山jと「谷jについては、本稿末尾の付表「景気循環の日付Jを参照。
3 )本稿末尾に添えた付表「製造業の部門分類Jを参照。
4) r法人企業統計季報J{各号)を参照。収益性の定義例は多く、目的による使い分けが必要である。他
の一例としては、「特別損益等J、「金融費用Jを考慮した
経常利益+特別損益等+金融費用総資本利潤率'.-'... 4_ '~'44~'_"4' ~.--，. •. x 100 
総資本
もある(三菱総合研究所 f企業経営の分析J{1999年)を参照)。収益性の解説は数多いが、特に須田一
幸・佐藤文隆編著『現代会計学入門J(白桃書房、 1999年)、山口孝他『企業分析J(白桃書房、 1996年)
野村秀和編著『企業分析J(背木書底、 1995年)を参照した。
収益性には別角度からの接近がある。例えば、中島浩之「利潤率の循環的変動J(f商学論纂j第40
巻第5/6号(1999年3月))は、 19世紀イギリスの年次データを加工して、景気循環の5局面における
利潤率の変動を分析している。字仁宏幸『構造変化と資本蓄積J(有斐閣、 1998年)も、戦後日本の利
潤率の実測を含む。これらの利潤率の算出は財務諸表を使わず、本稿の収益性との違いも大きい。
5)ソフトウェアTSPについては、本学大学院生団和仁君に教えて頂いた。お礼を申し上げたい。もちろ
ん誤りの責任は筆者にある。
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以上のような制約のうち、多くのものに代替的な方法がある。大きなものだけでも循環の
期間の設定、産業部門の定義、収益性の指標、季節調整の方法、季節調整済データと原系列、
構造変化の指標等、数多い。なかには、より良い方法も多いであろう。このような点につい
て異なる分析は、当初の問題に対する本稿の接近を補完し、あるいは改善する関係にあると
考える。ともあれ、これらの異問、その経済的意味の検討には別の機会が必要であるo
さて「景気循環(谷から谷)において、収益性の部門間格差が上昇し、その後低下するか
どうか」と設問しても尺度は一つではないし、結論は尺度によって異なり得るo できる限り
明解な結論を得たいが、他方明解な結論を得るため尺度を絞り込むと過度の単純化、一面化
の恐れが大きい。とりあえず本稿では、観察を次のように進めよう。
(1) まず収益性格差の年毎の平均を観察する。これが景気循環(谷から谷)において、単調
に上昇し、その後単調に下落しているかどうか。もしそうなら仮説は基本的に実現してい
ると見なす。
(2) (1)以外の微妙な場合については、構造変化の有無に関する Chowテストを適用する九
3.年毎の平均の動向
食料品製造業と他のいくつかの製造業を比較した結果を一覧表にまとめると、表 1のとお
りであるo 表 1(a)は、資本金規模について「合計jの場合、表 1(b)は r10億以上」の場合で
ある。 o印は厳密に収益性格差の年毎の平均が単調に上昇し、その後単調に下落している場
合であるo
ただし景気循環の初期の谷の年と直後の年、または終期の谷の年と直前の年の大小関係に
例外がある場合も含め、予定の結果と見なした。これは谷の定義の相対性、暫定性を考慮し
て、不必要に厳密になることを恐れたからである。谷の年の直前直後において例外扱いした
年は、表1に明示した。表1の基礎になった年毎の平均は、付表 1(a)、(b)に整理した。なお
収益性の部門間格差は、他の製造業-食料品製造業と定義したo
さて、この結果全体(表 1)に関する最も印象的な点は、その一様性であろう。より具体
的に見ょう。
(1) r合計」について(表 1(a))。食料品製造業との収益性格差の年毎の平均は、ほとんどの
場合、単調に上昇し、その後単調に下落している。ただ化学工業の場合に2つの例外があ
る(循環9、11)。
6) Chowテストについては、和合 肇・伴 金美rTSPによる経済データの分析J(東京大学出版会、 1995
年)を参照。
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表1 収益性格差(年平均)の動向
(a) 合計
ぶ嬰きて M7 M12 M15 M16 
7 O 01972 ¥ ¥ 8 O O 
9 O 01978 01978 
10 O 01984 O O 
11 01993 01993 01993 
12 
01994， 01994， 01994， 
01994 
1999 1999 1999 
(b) 資本金10億以上
泣き M6 M7 M9 M15 M16 
9 01978 01978 
10 O 01986 O O O 
1 O O O O 
12 01999 
01994， 
01994 O O 1999 
注 1)食料品製造業と比較した製造業は、次のとおりである。 M6: 
出版・印刷・同関連産業、 M7:化学工業、 M9:窯業・土石製
品製造業、 M12:金属製品製造業、 M15:輸送用機械機具製造業、
M16 :精密機械機具製造業。なお製造業の分類については、末尾
の付表「製造業の部門分類Jを参照。
注2)景気循環7--12の期間は、次のとおりである。循環7: 1971年
4期--1975年 l期、循環8: 1975年1期--1977年4期、循環9: 
1977年4期--1983年1期、循環10: 1983年1期--1986年4期、循
環11: 1986年4期--1993年4期、循環12: 1993年4期--1999年1
期。景気循環の日付については、末尾の付表「景気循環の日付J
を参照。
(2) r資本金10億以上Jについては、どうか(表 1(b))。特定の製造業としては出版・印刷・
同関連産業(循環9、11)に、また特定の循環としては循環9に予定した規則性が見られ
ない場合が多い(化学工業、窯業・土石製品製造業)。循環9において、これらの製造業に
予定した規則性が見られない原因は何だろうか。表1(b)から明らかに、 1980年にこれらの
製造業の収益性格差が共通して低下していることである。これら少数派の場合については、
次節:で詳しく見る。
(3) また規模別比較については共通部門が少なく困難であるが、規模別相違は大きくないよ
うであるo
(4) 季節調整済系列と原系列の違いについてはどうか。付表2(a)、(b)に整理したように、両
者における収益性格差の前年との差(階差)の符号には、異なる場合がいくつかある。し
かし結果的には、付表2から明らかなように全体の結論に影響しない。
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付表 1 収益性格差(年平均)
(a) 合計
ιゅ
-..l 
¥¥4造業 化学工業 金属製品製造業 輸送用機械機具製造業 精密機械機具製造業
年循環 季節調整済 原系列 季節調整済 原系列 季節調整済 原系列 季節調整済 原系列
1 1971 谷 -2.43938 2ー.74107 -1.53074 -1.85180 
2 1972 7 I -2.37905ムー2.33647ム -1.68468 ~ -1.70714 ~ 
3 1973 7 I -0.08089ムー0.00263~ 0.96043 ~ 0.81764ム
4 1974 7 0.04983 ~ 0.34220ム 1.38307ム 1.85941ム
5 1975 谷 -2.16649 ~ -2.71467 ~ -1.83478企ー2.32688企
6 1976 8 I -0.99609ムー1.52586~ -1.53923ムー1.88786~ 
7 1977 谷 -2.50294 ~ -2.50205 ~ -3.24726企ー3.20985~ 1.09705 0.93308 1.87759 1.84853 
8 1978 9 -2.94748 ~ -2.55425 ~ -2.32123ムー1.99133~ -0.41652企 -0.15437企 0.98253企 1.18824 ~ 
9 1979 9 0.26588 ~ 0.64246 ~ 0.13992ム 0.44200ム 2.43619ム 2.66207ム 3.54048 ~ 3. 72268 ~ 
10 1980 9 0.28904 ~ 0.08610企 -0.02298企 -0.18345企 2.85298ム 2.56174企 3.86853ム 3.54778企
11 1981 9 -1. 90104企ー1.97265企 -0.34536企 -0.41466~ 1.32679企 1.20771企 1.80700企 1.67187企
12 1982 9 -1.02665 ~ -1.03819ム -0.80812 ~ -0.81880企 0.95506企 0.92792企 1.45054 ~ 1.47033企
13 1983 谷 -0.51840ムー0.38281ム -1.22486企-1.13472~ 0.20551企 0.27455企 1.28804企 1.41405企
14 1984 10 -0.33869ムー0.09836ム -2.68629 ~ -2.51771企 0.89876 ~ 1.12766ム 1.51676ム 1.78521ム
15 1985 10 -0.20579 ~ -0.34964 ~ -0.06316ムー0.16812~ 2.10464 ~ 1.99897ム 1.23663 ~ 1.02059企
16 1986 谷 -0.63565企 -0.87508~ -1.91228企ー2.11928~ -1.51458 ~ -1.74813企 2ー.06192企 -2.14759企
17 1987 11 0.29247ム 0.32126ム -0.78404ムーO.77603 ~ 一0.51156~ -0.54475 ~ -2.03884 ~ -2.15163企
18 1988 11 O. 75416 ~ 1.04739ム 0.07147 ~ 0.32976ム -0.37725ムー0.12868ム -0.17118ム 0.00038 ~ 
19 1989 11 2.06154ム 2.33150 ~ 1.89420ム 2.13818ム 1.13488 ~ 1.37966 ~ 1.77337ム 1.98127ム
20 1990 11 1.28737 ~ 1.27684企 2.45138 ~ 2.37297 ~ 1.17850 ~ 1.12980企 0.28400企 0.18424 ~ 
21 1991 11 1.36337ム 1.17190 ~ 2.22794企 2.03042企 -0.53958 ~ -0.71179 ~ -0.04472 ~ -0.23284 ~ 
22 1992 11 -0.71049 ~ -0.52786企 1ー.24578企-1.05748企 -2.14292 ~ -1.96627企 -2.33841企ー2.13893企
23 1993 谷 -0.15577企ー0.40135ム -0.83069 ~ -1.00846ム -2.10926 ~ -2.25534 ~ -2.30775ムー2.47013~ 
24 1994 12 -0.87980企ー0.65037企 -1.93784 ~ -1.86855企 2ー.26154~ -2.11468ム -2.81742 ~ -2.71003 ~ 
25 1995 12 1.14507ム 1.17317ム -0.92601ムー0.81112ム -0.76629ムー0.67762ム 0.69245 ~ 0.48505ム
26 1996 12 1.96488 ~ 1.63434ム -0.11670ムー0.56781ム 2.13274ム 1. 70145ム 3.06940 ~ 2.36520ム
27 1997 12 2.93848ム 2.63579 ~ 1. 74247ム 1.14469ム 2.62846 ~ 2.29688 ~ 3.56546ム 3.16418ム i
28 1998 12 0.65729企 0.77033企 -3.57612企ー3.08965企 -0.58010 ~ -0.38641企 0.15978 ~ 0.64449企
29 1999 谷 2.48886 ~ 2.44061ム -1.87625 ~ -2.10691ム -0.30254ムー0.40756企 0.13211 ~ -0.05118企
????????
?
?
?
????
? ?
??????
?
? ? ? ? ? ? ? ?
ιρ . 
む』。ι。00 
??
???『????』??????
? ? ?
????
資本金10億以上
¥、週造業 出版・印刷・同関連産業 化学工業 窯業・土石製品製造業 輸送用機械機具製造業 精密機械機具製造業
年循環 季節調整済 原系列 季節調整済 原系列 季節調整済 原系列 季節調整済 原系列 季節調整済 原系列
1 1977 谷 0.91965 0.72600 -4.32611 -4.60565 -4.36067 -4.58358 1.33660 1.01432 0.74505 0.52779 
2 1978 2.03415ム 1.85146ム -4.27672 ~ -4.35746ム -3.57570 ~ -3.64861 ~ -0.70956 ~ -0.76895企 -0. 44638 ~ -0. 56273 ~ 
3 1979 3.71234ム 3. 73679 ~ -1.03764ムー0.89497ム -1.43478ムー1.37948ム 2.42172ム 2.58149ム 1.52816ム 1.61508ム
4 1980 3.28642企 3.33680企 -1.65293企 -1.71887企 -2.07834企 -2.07150企 1.81161 ~ 1.71207企 2.14256 ~ 2.00514ム
5 1981 3.49798ム 3.61654ム -2.89598 ~ -2.84761 ~ -1.99588ムー2.05429ム 1.51771企 1.55532企 2.46420ム 2.37745ム
6 1982 3.82938ム 3.74206ム -2.11361ム -2.20062ム -2.67338 ~ -2.81225企 1.32542企 1.22649企 -0.22976企 -0.15358~ 
7 1983 谷 2.55773 ~ 2.65774 ~ -2.36944 ~ -2.22695企 -3.43882企 -3.24009~ -0.59327企 -0.50281~ -1.15584企ー0.95460~ 
8 1984 3.15295ム 3.25051ム -0.89378ムーO.75482 ~ -1.37840ムー1.23250~ 1.34782ム 1.48326ム 1.38856 ~ 1.51722ム
9 1985 1.52544 ~ 1.40695 ~ -1.57002企ー1.71313企 -2.13376 ~ -2.29550企 1.75199ム 1.68134ム -0.39726企ー0.48786~ 
10 1986 谷 0.83241 ~ 0.55043 ~ -1.51952ムー1.79876企 -2.72053 ~ -3.01643企 -1.79190企 -2.10109~ -4.03688企 -4.26206~ 
1 1987 1.16247ム 0.99111ム -0.18222 ~ -0.40381ム -1.59592ム-1.80287~ -0.96956ムー1.22672~ -3.22273ムー3.46497ム
12 1988 0.46936 ~ 0.91837企 0.57101 ~ 1.06110ム -0.39884 ~ 0.03751ム -0.44763ム 0.00978 ~ -0.89837ムー0.52199ム
13 1989 1.95099ム 2.21826ム 1.88666ム 2.14232ム 0.88161 ~ 1.11875 ~ 1.21825ム 1.46444ム 0.87822ム 1.06342 ~ 
14 1990 1.33687 ~ 1.36936企 1.01463 ~ 1.05639企 0.37473企 0.35040企 1.26591ム 1.30517企 0.38273企 0.37540企
15 1991 0.33066企 0.16153企 0.47161企 0.27924 ~ -0.90029企ー1.15640企 -1.37101企 -1.55161企 -1.01807 ~ -1.09412 ~ 
16 1992 0.02373 ~ 0.05717 ~ -0.81798 ~ -0.76709 ~ 2ー.29896企ー2.29349企 -2.47677企ー2.40127~ -2.84669 ~ -2.66750 ~ 
17 1993 谷 -0.19287 ~ -0.23076企 -0.96916 ~ -1.01956 -2.74733企ー2.75719 ~ -3.14355企 -3.10149~ -3.23422 ~ -3.17413 ~ 
18 1994 0.17673ム 0.43830ム -1.27695企ー0.89409ム -3.21408 ~ -2.88101企 -2.95721ムー2.66100ム 2ー.58524ムー2.27846ム
19 1995 1.26408 ~ 1.11986ム 0.85898ム 0.70673 ~ 一2.03202ムー2.15236~ -1.44422ムー1.47999ム 0.18467ム 0.03535ム
20 1996 2.23543 ~ 2.14421ム 1.25990ム 1.26849ム -1.14009ムー1.23057ム 1.27775ム 1.23920ム 2.12787ム 1.92476ム
21 1997 1.36333企 1.43192 ~ 1.14360企 1.19696企 -1.49774 ~ -1.47698企 0.94935企 0.96126 A 1.90168企 1.89005企
2 1998 -0.25771企ー0.21257A 0.40166 ~ 0.35532企 -3.57033企 -3.52250企 -0.77670 ~ -0.82433 A 0.40211 企 0.52472企
23 1999 谷 1.06065ム 4.89641ム 1.63286ム 2.84164ム -4.00853 ~ -0.49195ム -1.26108 ~ 2.18973ム -1.54800企 1.99564ム
(b) 
注)付表1(b)において1999年のみ観測値数は1つである(他の年は4つ)。
不均衡累積過程における製造業内の収益性格差の変動(佐藤)
付表2 原系列と季節閑整済系列の異同
(a) 合計
ぶヤ M7 M12 M15 M16 
7 19720 卜¥卜¥8 
9 1980 1980 1980 
10 1985 
1 19910 1990 1987X 
12 
19940， 
19990 
(b) 資本金10億以上
ぷヤ M6 M7 M9 M15 M16 
9 
10 19860 
1 1990 
12 1999x 1999X 1999X 
注)0は原系列では予定された結論(単調に上昇し、その後単調に低
下する)に沿うように変る場合、×は例外を増やすように変る場
合、その他は結論に影響がない場合である。なお表の略号は、表
1と同じ。
4.四半期データの場合
39 
では表 1(a)、(b)の例外的な場合について、細かく見ていこう。衰 1(a)の2例外(循環9、
1の化学工業)は、表2(a)のように何れの場合も、山の期を含む前後の多くの期において上
昇から低下への構造変化が認められる。
表 1(b)の例外についても、出版・印刷・同関連産業の循環1を除き、山の期を含む前後の
多くの期で上昇から低下への構造変化が認められるという意味で、表1(a)と同様の結論が得
られる(表2(b)を参照)。
表2の構成は、左の欄より、(1)観測値の当該循環内の順序、 (2)年、 (3)期、 (4)循環、山と谷、
(5)収益性格差(季節調整済)、 (6)前半の一次近似線の傾き(境界の観測値を除く)、 (7)後半の
一次近似線の傾き(境界の観測値を含む)、 (8X6)一(7)、(9)ChowテストのためのF-値、側[ ] 
内は有意確率である。
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表2 収益性格差の構造変化
(a) 合計
(l)化学工業、循環9
年期循環 格差 前半の傾き|後半の傾き|前半一後半
1 1977 4 谷 -3.25697 
2 1978 1 9 I -5.19636 
3 1978 2 9 I -2.87346 -1.93939 -0.02381 -1.91558 
4 1978 3 9 I -3.40691 0.19175 -0.06274 0.25449 
5 1978 4 9 I -0.31317 0.18731 -0.12540 0.31271 
6 1979 1 9 I -2.70692 0.76770 -0.14193 0.90964 
7 1979 2 9 0.89522 0.48190 -0.22179 0.70369 
8 1979 3 9 1.67851 0.71413 -0.22889 0.94303 
9 1979 4 9 1.19670 0.81666 -0.20614 1.02280 
10 1980 1 山 2.75903 0.77794 -0.18174 0.95969 
1 1980 2 9 0.76886 0.80102 -0.06365 0.86467 
12 1980 3 9 I -0.26305 0.68673 0.02666 0.66007 
13 1980 4 9 I -2.10868 0.55470 0.11262 0.44207 
14 1981 1 9 I -1.81785 0.39576 0.10703 0.28873 
15 1981 2 9 I -2.00219 0.29286 0.11575 0.17711 
16 1981 3 9 I -1.81726 0.21405 0.09156 0.12249 
17 1981 4 9 I -1.96688 0.16067 0.05216 0.10851 
18 1982 1 9 I -0.88732 0.11795 -0.11867 0.23662 
19 1982 2 9 I -0.92675 0.10485 -0.11747 0.22232 
20 1982 3 9 I -1.46177 0.09319 -0.03345 0.12664 
21 1982 4 9 I -0.83075 0.07572 -0.69792 0.77364 
22 1983 1 谷 -1.52867 . 
(2) 化学工業、循環1
年期街環 格差 前半の傾き|後半の傾き|前半一後半
1 1986 4 谷 一0.73212
2 1987 1 1 -0.04627 
3 1987 2 1 0.41671 0.68585 -0.05294 0.73879 
4 1987 3 1 -0.40662 0.57441 -0.06215 0.63656 
5 1987 4 1 1.20608 0.14395 -0.08137 0.22531 
6 1988 1 1 -1.36499 0.35160 -0.08740 0.43900 
7 1988 2 1 1.37180 0ー.00659 -0.12459 0.11800 
8 1988 3 1 1.88250 0.15942 -0.13573 0.29515 
9 1988 4 1 1.12734 0.25786 -0.14115 0.39901 
10 1989 1 1 1.21626 0.23627 -0.15805 0.39431 
1 1989 2 1 1. 74864 0.21724 -0.17655 0.39378 
12 1989 3 1 2.46528 0.22118 -0.18803 0.40921 
13 1989 4 1 2.81598 0.24251 -0.18413 0.42664 
14 1990 1 1 1.34312 0.25897 -0.16519 0.42416 
15 1990 2 1 2.07622 0.21984 -0.17496 0.39480 
16 1990 3 1 1.44146 0.20723 -0.15963 0.36686 
17 1990 4 1 0.28867 0.18022 -0.15431 0.33453 
18 1991 1 山 2.82577 0.13555 -0.19124 0.32679 
19 1991 2 1 0.84383 0.14633 -0.10351 0.24984 
20 1991 3 1 1.39731 0.12045 -0.07669 0.19713 
21 1991 4 1 0.38657 0.10777 0.02501 0.08276 
2 1992 1 1 -1.88316 0.08387 0.11379 -0.02993 
23 1992 2 1 -0.18698 0.03800 -0.03646 0.07446 
24 1992 3 1 -0.40547 0.02113 -0.05053 0.07166 
25 1992 4 1 -0.36637 0.00574 -0.14032 0.14606 
26 1993 1 1 1.36843 0ー.00593 -0.36488 0.35896 
27 1993 2 1 -1.46761 -0.00023 0.61200 -0.61222 
28 1993 3 1 一0.28028 0ー.01821 0.03666 -0.05487 
29 1993 4 谷 -0.24362 
F-値[有意確率]
3.52704 [.051] 
4.32415・[.029]
9.18522・・[.002] 
7.89159・・[.003] 
15.0160・ [.000]
12.9811・・[.000] 
12.7880・・[.000] 
13.0401・・[.000] 
23.4302・ [.000]
22.7418・ [.000]
15.5148・・[.000] 
5.82682・[.011]
3.09630 [.070] 
1.58042 [.233] 
.847285 [.445] 
.401871 [.675] 
.340218 [.716] 
.283223 [.757] 
.159048 [.854] 
F-値[有意確率]
1.87805 [.174] 
2.33711 [.117] 
4.03760・[.030]
4.00236・[.031]
10.0376・・[.001] 
9.65801・・[.001] 
9.08428・ [.001]
10.3071・ [.001]
11.6309・ [.000]
12.0987・・[.000] 
11.8993・・[.000] 
12.5285・ [.000]
11.1526・ [.000]
11.2498・ [.000]
10.1128・ [.001]
7.44524・ [.003]
10.3121・ [.001]
8.57859・・[.001] 
10.0308・ [.001]
8.53755・・[.01] 
2.37704 [.113] 
1. 58983 [. 224 ] 
.948605 [.401] 
.665948 [.523] 
1.64156 [.214] 
.229377 [.797] 
不均衡累積過程における製造業内の収益性格差の変動(佐藤)
(b)資本金10億以上
(1) 出版・印刷・同関連産業、循環9
年期循環 格差 前半の傾き|後半の傾き|前半一後半 F-値[有意確率]
1 1977 4 谷 1.63659 
2 1978 1 9 2.06898 
3 1978 2 9 1.44074 0.43239 0.03603 0.39636 .619064 [.550J 
4 1978 3 9 2.57263 -0.09793 0.01038 -0.10831 1. 90190 [.178J 
5 1978 4 9 2.05424 0.21799 -0.00283 0.22082 2.04154 [.159J 
6 1979 1 9 2.68140 0.13389 目0.03266 0.16655 3.59759・[.048J 
7 1979 2 9 2.63337 0.18034 -0.05867 0.23900 4.75439・[.022J 
8 1979 3 9 5.29415 0.17245 -0.09627 0.26872 7.27103・・[.005J 
9 1979 4 9 4.24044 0.37653 回0.06157 0.43810 4.94965・[.019J
10 1980 1 山 3.86834 0.37642 -0.04634 0.42276 5.15877・[.017J 
1 1980 2 9 4.21537 0.33553 -0.03693 0.37246 4.85486・[.021J
12 1980 3 9 2.56034 0.31375 -0.00041 0.31416 5.33250・[.015J
13 1980 4 9 2.50162 0.22546 -0.04742 0.27288 2.79782 [.087J 
14 1981 1 9 3.88408 0.16274 -0.13454 0.29728 2.16567 [.144J 
15 1981 2 9 4.71275 0.15816 -0.14314 0.30130 2.16021 [.144J 
16 1981 3 9 2.66888 0.17194 -0.02274 0.19468 2.81349 [.086J 
17 1981 4 9 2.72619 0.13229 -0.13801 0.27029 1.63143 [.223J 
18 1982 1 9 3.73860 0.10360 -0.40215 0.50575 1. 60290 [. 229 J 
19 1982 2 9 3.33174 0.09941 -0.61937 0.71878 1.84922 [.186J 
20 1982 3 9 4.51206 0.08842 -1.49295 1.58138 3.29086 [. 061J 
21 1982 4 9 3.73512 0.09602 -2.20895 2.30497 3.37623 [.057J 
2 1983 1 谷 1.52617 
(2) 出版・印刷・同関連産業、循環1
年期循環 格差 前半の傾き|後半の傾き|前半一後半 F-値[有意確率]
1 1986 4 谷 0ー.16680
2 1987 1 1 2.63136 
3 1987 2 1 2.29443 2.79815 -0.04855 2.84671 1. 55054 [. 232 J 
4 1987 3 1 -2.00208 1.23061 -0.03925 1.26986 1. 35773 [.276 J 
5 1987 4 1 1.72619 -0.58428 -0.07010 -0.51418 1.42282 [. 260J 
6 1988 1 1 -1.33280 -0.08475 -0.06805 -0.01670 .462511 [. 635J 
7 1988 2 1 0.96978 -0.36692 -0.10087 -0.26604 3.76988・[.037J
8 1988 3 1 1.70515 -0.18167 -0.11229 -0.06938 3.38994・[.050J
9 1988 4 1 0.53532 0ー.02807 ・0.11519 0.08712 2.39780 [.112J 
10 1989 1 1 0.64228 -0.03250 -0.13570 0.10320 3.45418・[.047J
1 1989 2 1 2.73470 -0.02715 -0.15916 0.13200 4.76124・[.018J
12 1989 3 1 2.48803 0.07211 -0.14720 0.21931 3.12900 [.061J 
13 1989 4 1 1.93897 0.11711 -0.13268 0.24980 2.90898 [.073J 
14 1990 1 1 0.89436 0.12235 -0.12241 0.24477 3.01106 [.067J 
15 1990 2 1 1.34882 0.09230 -0.13379 0.22610 2.69608 [.087J 
16 1990 3 1 2.20007 0.08183 -0.13141 0.21324 2.63308 [.092J 
17 1990 4 1 0.90424 0.09179 -0.08995 0.18174 3.36576 [.051J 
18 1991 1 山 1.29763 0.07142 -0.07880 0.15021 2.95951 [.070J 
19 1991 2 1 -0.16532 0.06277 -0.03459 0.09736 3.35187 [.051J 
20 1991 3 1 0.25362 0.03249 -0.05320 0.08569 1. 93842 [.165] 
21 1991 4 1 0ー.06331 0.01595 -0.04796 0.06391 1.46371 [.251] 
22 1992 1 1 0.86624 -0.00061 -0.06649 0.06587 .938484 [.405 J 
23 1992 2 1 一0.12482 -0.00202 0.03610 -0.03813 1. 28905 [. 293] 
24 1992 3 1 -0.57446 -0.01385 0.07687 -0.09073 .922554 [.411 J 
25 1992 4 1 -0.07202 0ー.02731 0.03309 -0.06040 .366733 [. 697J 
26 1993 1 1 -0.16381 0ー.03290 0.11451 -0.14742 .279296 [. 759J 
27 1993 2 1 -0.87364 -0.03780 0.31534 ・0.35315 .227660 [.798] 
28 1993 3 1 0.50891 -0.04702 -0.75186 0.70484 .088135 [.916J 
29 1993 4 谷 -0.24295 
41 
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(3) 化学工業、循環9
年期循環 格差 前半の傾き|後半の傾き|前半一後半 F-値[有意確率]
1 1977 4 谷 -4.87578 
2 1978 1 9 1 -4.74357 
3 1978 2 9 1 -4.80332 0.13221 0.00679 0.12542 1.87716 [.182] 
4 1978 3 9 1 -4.86872 0.03623 -0.03525 0.07148 4.39321. [.028] 
5 1978 4 9 1 -2.69127 0ー.00386 -0.09354 0.08969 山 25.• [叫
6 1979 1 9 1 -2.68527 0.42439 -0.12488 0.54927 12.7176・ [.000]
7 1979 2 9 1 -0.55655 0.48697 -0.16628 0.65325 17.5237・ [.000]
8 1979 3 9 1 -0.51228 0.68523 -0.16102 0.84624 14.7581・ [.000]
9 1979 4 9 1 -0.39645 0.71442 -0.14639 0.86081 15.0211・ [.000]
10 1980 1 山 0ー.27497 0.68814 -0.11380 0.80194 16.3176・ [.000]
1 1980 2 9 1 -1.03570 0.64385 -0.05126 0.69511 20.2758・ [.000]
12 1980 3 9 1 -.58127 0.55585 0.01351 0.54234 19.1531・ [.000]
13 1980 4 91-3.71976 0.46271 0.08851 0.37420 15.3284. • [.000] 
14 1981 1 9 1 -3.85443 0.32067 0.04044 0.28023 4.72429・[.022]
15 1981 2 9 1 -2.84385 0.21838 -0.07276 0.29113 1.89221 [.180] 
16 1981 3 9 1 -2.03322 0.17169 -0.16056 0.33225 1. 34082 [.287] 
17 1981 4 9 1 -2.85244 0.15455 -0.17704 0.33159 1. 22325 [.318] 
18 1982 1 9 1 -1.27879 0.12369 -0.41584 0.53953 1. 06882 [.364] 
19 1982 2 9 1 -2.77255 0.12747 -0.25691 0.38438 1.12270 [.347] 
20 1982 3 9 1 -2.28906 0.10458 -0.69909 0.80367 .867854 [.437] 
21 1982 4 91-2.11405 0.09331 -1.57320 1.66651 .868588 [.436] 
22 1983 1 谷 -3.68725 
(4) 窯業・土石製品製造業、循環9
年期循環 格差 前半の傾き|後半の傾き|前半一後半 F-値[有意確率]
1 1977 4 谷 -4.67529 
2 1978 1 9 1 -3.69607 
3 1978 2 9 1 -4.83603 0.97921 -0.02471 1.00392 2.64922 [.098] 
4 1978 3 9 1 -3.20077 -0.08037 -0.07162 -0.00875 9.72054・ [.001]
5 1978 4 9 1 -2.56994 0.32836 -0.10254 0.43090 14.1481・ [.000]
6 1979 1 91-1.25174 0.47060 -0.12956 0.60016 18.4709・ [.000]
7 1979 2 91-1.14412 0.63233 -0.13186 0.76419 16.7585・ [.000]
8 1979 3 9 1 -2.15290 0.63387 -0.12838 0.76225 16.8098・・[.000] 
9 1979 4 9 1 -1.19037 0.49762 -0.15220 0.64982 14.6627・・[.000] 
10 1980 1 山 2ー.58158 0.46503 -0.14597 0.61101 14.4091・ [.000]
1 1980 2 9 1 -.65784 0.34719 -0.19266 0.53986 11.3343・・[.001] 
12 1980 3 91-1.57999 0.30913 -0.20902 0.51815 10.7653・ [.001]
13 1980 4 9 1 -2.49395 0.27827 -0.21826 0.49652 10.1159・ [.001]
14 1981 1 9 1 -2.21268 0.22031 -0.29316 0.51347 8.73726・ [.002]
15 1981 2 91-1.22219 0.18562 -0.37874 0.56437 8.64947・ [.002]
16 1981 3 9 1 -.36532 0.18320 -0.36653 0.54973 8.65625・ [.002]
17 1981 4 91-3.18332 0.17438 -0.29254 0.46692 8.82395・ [.002]
18 1982 1 9 1 -.81397 0.12926 -0.54302 0.67228 5.93410・[.010]
19 1982 2 9 1 -3.18058 0.11935 -0.46349 0.58285 5.76463・[.012]
20 1982 3 9 1 -2.66383 0.08880 -0.96898 1.05777 4.07799・[.035]
21 1982 4 9 I -3.03514 0.07265 -1.56665 1.63930 3.54661 [.050] 
2 1983 1 谷 -4.60179 . 
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(5) 精密機械器具製造業、循環9
年期循環 格差 前半の傾き|後半の傾き|前半一後半 F-値[有意確率]
1 1977 4 谷 0ー.34986
2 1978 1 9 0.38730 
3 1978 2 9 I -1.21419 0.73717 -0.01940 0.75656 .213554 [.810] 
4 1978 3 9 I -1.75790 -0.43216 -0.06094 -0.37122 .874472 [.434] 
5 1978 4 9 0.79928 -0.58256 -0.12743 -0.45513 2.90443 [.081] 
6 1979 1 9 I -0.70251 0.01531 -0.16109 0.17640 2.79421 [.088] 
7 1979 2 9 0.65509 -0.03060 -0.24259 0.21199 5.62525・[.013]
8 1979 3 9 1.41521 0.10174 -0.31561 0.41735 7.92605・・[.003] 
9 1979 4 9 4.74484 0.21175 -0.38929 0.60103 10.1172・・[.01] 
10 1980 1 山 1.82200 0.47094 -0.35960 0.83054 6.93130・ [.006]
1 1980 2 9 2.89841 0.41778 -0.42887 0.84666 7.76971・ [.004]
12 1980 3 9 2.74855 0.41872 -0.46139 0.88011 7.94372・・[.003] 
13 1980 4 9 1.10127 0.39739 -0.49698 0.89438 8.01426・・[.003] 
14 1981 1 9 2.02159 0.31710 -0.65809 0.97519 8.52464・・[.002] 
15 1981 2 9 5.09019 0.28386 -0.80544 1.08930 9.31874・・[.002] 
16 1981 3 9 2.18940 0.33188 -0.56776 0.89963 10.1497・・[.001] 
17 1981 4 9 0.55560 0.29269 -0.46392 0.75662 9.32511・・[.002] 
18 1982 1 9 1.97627 0.22803 -0.52414 0.75217 6.42293・・[.008] 
19 1982 2 9 I -3.47045 0.20358 0.23749 -0.03392 7.76044・ [.004]
20 1982 3 9 1.21976 0.09686 -1.63855 1. 73541 2.09534 [.152] 
21 1982 4 9 I -0.64462 0.08472 -1.41274 1.49746 2.01312 [.163] 
2 1983 1 谷 2ー.05735
最後に、出版・印刷・同関連産業の循環11は表 1(b)の例外であるだけでなく、構造変化の
方向が上昇から低下でないという点でも例外である。そこで、この場合を図で見ておこう(図
1を参照)。図 1から明らかに、この場合の結論が微妙な原因は、当該製造業の収益性の循環
11の初期における変動幅の大きさである。
図1
(a) 出版・印刷・同関連産業と食料品製造業の収益性格差
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収益性格差の構造変化(1988年2期)(b) 
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5.終りに
しかし本稿での観察の結果は、全体として当初の仮説を支持すると結論してよいだろう。
既に 2節で述べたように、制約は多く大きい。次の課題は、差当り代替的な収益性の指標の
場合との比較、及び観測値の数を増すことである。
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付表景気循環の日付
下降局面 上昇局面
山 谷 期間 谷 山 期間
1957年2期 1958年2期 4 1958年2期 1961年4期 14 
1961年4期 1962年4期 5 1962年4期 1964年4期 8 
1964年4期 1965年4期 4 1965年4期 1970年3期 19 
1970年3期 1971年4期 5 1971年4期 1973年4期 8 
1973年4期 1975年1期 5 1975年l期 1977年1期 8 
1977年1期 1977年4期 3 1977年4期 1980年1期 9 
1980年 l期 1983年1期 12 1983年1期 1985年2期 8 
1985年2期 1986年4期 6 1986年4期 1991年1期 17 
1991年1期 1993年4期 11 1993年4期 1997年1期 13 
1997年l期 1999年1期 8 
出所)経済企画庁編『経済要覧J(2000年)、経済企画庁編f経済月報J(各号)、
浅子和美・篠原総一編『入門・日本経済J(有斐閣、 2000年)を参照。
付表製造業の部門分類
部 門
1 食料品製造業
2 繊維工業
3 衣服・その他の繊維製品製造業
4 木材・木製品製造業
5 パルプ・紙・紙加工品製品製造業
6 出版・印刷・同関連産業
7 化学工業
8 石油製品・石炭製品製造業
9 窯業・土石製品製造業
10 鉄鋼業
11 非鉄金属製造業
12 金属製品製造業
13 一般機械器具製造業
14 電気機械器具製造業
15 輸送用機械器具製造業
16 精密機械器具製造業
17 船舶製造・修理業
18 その他の製造業
出所)r法人企業統計季報J(各号)
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